
計画番号122  学術領域番号29-5 

    

安全・安心でຠ⋡的な社会ᇶ┙と▱的ࢿット࣡ーࢡの実現ࢆ目ᣦすග・↓⥺⼥合ᆺ⮬ᚊศᩓ༠ㄪ᝟ሗ 

㏻ಙࢿット࣡ーࢡの構築 

 

① 計画の概要 

我が国がᢪえるエネルギー、ປാ人口減ᑡ、サイバーᨷᧁなど社会課題の多くは、ネットワークと▱的処理を融合させるこ

とにより解決への道が開かれる。そのためには、我が国が得意とする光通信技術と世界的にᬑཬが進む↓線ネットワーク技術

を先端科学技術で融合し、より効率的で安心・安全なネットワークの実現が୙可Ḟである。 

 本提᱌は光フ࢓イバ通信とマイクロ波・࣑リ波↓線通信の間で電☢波としてのコࣄーレンス≧ែを保持し両者をシームレス

につなࡄことのできる「フルコࣄーレント情報通信」を実現し、これにより制御層から物理層までを完全௬᝿化した自律分散

協調ネットワークを技術開発することにある。その㘽を握るのが、超多値信ྕをఏ送可能なデジタルコࣄーレント光ఏ送技術、

光から↓線の領域で動作可能な超広帯域/超高コࣄーレンス機能デバイス、࣏スト㸳㹅分散アンテナ↓線技術であり、耐災ᐖ性

にඃれた光・↓線融合アクセスネットワーク技術である。 

 さらに本研究開発では極低㐜ᘏで高品質な通信環境の提供が可能となる IoT 時代にᚲ要୙可Ḟなネットワーク基┙技術を開

発する。ᑗ᮶は↓線アクセス࣏イントのᰂ㌾かつ超高ᐦ度配置がண᝿され、௒௨上に↓線ネットワークにおける」㞧なᖸ΅問

題やエネルギー消費問題が顕在化する。これらの問題を、光・↓線融合アクセスネットワーク技術で解決する。 

② 目的と実施内容 

 クラウド・ビッグデータ社会の先にある

͆▱性 を͇基┙としたスマートコ࣑ュニティ

を形成するためには、人と人とのリアリティ

にᐩむコ࣑ュニケーションやセンサデータ

に基࡙く制御情報のఏ達をᖹ時にも災ᐖ時

にも可能とする自律分散協調ᆺネットワー

クを構築するᚲ要がある。このようなネット

ワークは、既存メディアだけでなく、IoTを

通ࡌて཰集された⭾大なセンサデータをྠ

時に཰ᐜするために、多ᒱにわたる通信イン

タフェースに対応できなけれࡤならない。そ

のためには、これまで⊂立に構築されてきた

センサやモバイル端末等のワイヤレスネットワークと、それらを཰ᐜする光ネットワークを、制御層から物理層まで完全௬᝿

化し、ఏ送፹体ẖに個ูに㐺用されていた通信方ᘧをఏ送፹体に౫存しない通信方ᘧに統合するᚲ要がある。その究極にある

のが、光と↓線の間で電☢波としてのコࣄーレンスを完全に保持できる「フルコࣄーレント通信方ᘧ」である。本研究は、光

および↓線の先端技術を結集し、光信ྕと↓線信ྕを自在に変換することのできる超広帯域/超高コࣄーレンス光・電子融合ᆺ

集積デバイスおよび信ྕ処理回路、光デバイスと↓線デバイスを融合させるためのヘテロジニアスな集積化技術、そしてそれ

らを基┙として完全に௬᝿化された自律分散協調ᆺネットワークの構築を目的とする。 

③ 学術的な意義 

 本研究は、㌟近な存在でありながら融合していない光通信と↓線通信を㸯つにまとめて新たな情報通信システムを作り上ࡆ

ようとするもので、極めてインパクトが高く、かつ世の୰に大きく貢献する技術開発である。その基┙技術として、光波から

マイクロ波、࣑リ波、テラヘルࢶ波までの↓線信ྕを自在に発生・制御できる技術を創出する。このようにキャリア࿘波ᩘが5

᱆にわたる電☢波を一つのఏ送፹体として使いこなそうとする試みは、世界にも類を見ない課題であり、ᚑ᮶の学問体系を超

えて超広帯域な電☢波を自在に᧯る技術を㏣ồすることは学術的にも極めて高い意義がある。これによりキャリア࿘波ᩘに౫

存することなく、光ネットワークと↓線ネットワークがシームレスに融合され、あらゆるネットワーク資源をᰂ㌾に活用する

ことが出᮶る。ネットワークのトラフィックがቑ大・多様化し続ける௒日、ᰂ㌾、レジリエント、セキュアでୟつ経済性の高

いネットワークの創出にいち早く╔手することは極めて時ᐅにかなったものといえる。広帯域࣑キサやフォトダイオード、超

⊃線幅半導体レーࢨが実現されれࡤ、計測・分光・イメージングをはࡌめとする光・テラヘルࢶ科学などマイクロウェーブフ

ォトニクス分野への波ཬ効果も極めて大きい。それらを㋃まえグラフェンཷ光素子やUTC-PDの広帯域化、InP-HEMTの高出力化、

InP半導体レーࢨの超高㏿化を㏣ồする。電☢波のコࣄーレンシを生かした⊂創的でᑗ᮶の᰾となるシステム・デバイス技術の

創出により、学術・産業の両面で世界を≌ᘬし、我が国の情報化社会の高度化と情報通信産業の発展に資することができる。 

④ 国内外の動向と当該研究計画の位置づけ 

 国内では、次世代アクセスネットワークのある࡭きጼを検討するために、光と↓線のᯟ組みを㉺えた㆟ㄽを行うሙとして「次

世代アクセスネットワーク検討会」（ጤဨ長：東北大学 ୰ἑṇ㝯）を 2013 年に発㊊させている。持続的発展可能な「しなや

かな社会」をᨭえるICTにồめられるものはఱであるかをᛕ㢌に、課題の抽出と課題解決にྥけた㆟ㄽを重ࡡた結果、「フルコ
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ーレントな光↓線融合システムによる自律分散協調ᆺネットワーク」という方ྥ性を2014年5᭶に提ゝしている。デジタルࣄ

コࣄーレント光ఏ送技術のᛴ㏿な発展により光通信が光の電界を㥑使するレベルに฿達しつつある௒、技術的には↓線通信と

の境界が↓くなりつつあり、光・↓線融合にྥけてまさに機が⇍したẁ階である。国外では、SamsungやNokiaが㸳㹅の超広帯

域化にྥけて↓線アクセスの光ᙇり出し化に╔手している。しかしながら、これらの፹体を超広帯域電☢波として統一的にᢅ

うアイデアはなく、コࣄーレント技術で世界を≌ᘬする我が国がඃ位な立ሙにある。 

⑤ 実施機関と実施体制 

実施の୰心となる東北大学には、電気通信研究所、電気・情報系（工学研究科・情報科学研究科）、電気通信研究機構などの

多くの部局があり、光ఏ送技術（୰ἑᩍᤵ）、↓線ఏ送技術（安達ᩍᤵ・末ᯇᩍᤵ）、超高㏿/超高コࣄーレンスデバイス技術（ᑿ

㎷ᩍᤵ・ඵᆏᩍᤵ・ᒣ⏣ᩍᤵ）、ネットワーク技術（加⸨ᩍᤵ）の㸲つを基㍈として、研究開発全体を総ᣓする。上グのᩍဨは

電気通信研究機構に所ᒓするため機構を୰᰾として実施していく。また学内には東北大学とໟᣓ連携のඖ、NICT（情報通信研

究機構）の耐災ᐖ ICT 研究センターも活動しており、ネットワークの௬᝿化およびレジリエンスྥ上の観点から本研究開発に

ᚑ事する。௚大学・国研からは阪大、京大、東工大、早✄⏣大、༓ṓ科学技術大学、大阪工業大学、京都工ⱁ⧄維大学、AIST

（産業技術総合研究所）がཧ画する。企業からは、通信事業者としてNTT、NTTドコモ、KDDIがフルコࣄーレント通信方ᘧの技

術検証・評価プラットフォームを整備し、ᶆ‽化活動も推進する。メーカーからは୕⳻電機、NEC、ᐩኈ通、パナࢯニック、Ἀ

電気が、フルコࣄーレントఏ送用デバイス・集積化、モジュール実装化、およびシステムのプロトタイプ試作・評価に携わる。 

⑥ 所要経費  

 本プログラムで取り組む大規模研究計画の期間は㸵年間とし、設備費・消⪖品・人件費の総額は㸳㸮億円とする。 

⑦ 年次計画 

㹆㸰㸶年度（㸱億円：設備0.5・消⪖品1・人件費1.5）：材料/デバイスの検討および設計 

・フルコࣄーレント光・↓線融合アクセスシステムの課題の抽出 

・高効率光・↓線デバイスの各種設計 

㹆㸰㸷年度（㸳億円：設備2.5・消⪖品1・人件費1.5）/㹆㸱㸮年度（㸵億円：設備4.5・消⪖品1・人件費1.5）：光・↓線融

合アクセスプラットフォーム構築 

・光・↓線デバイス試作、コࣄーレント光源試作とキャリア࿘波ᩘ制御技術の完成 

・フルコࣄーレント制御技術ཬび↓線システムの᭱㐺化とフルコࣄーレントシステムシ࣑ュレーション 

㹆㸱㸯年度（㸶億円：設備5.5・消⪖品1・人件費1.5）/㹆㸱㸰年度（㸯㸰億円：設備9・消⪖品1.5・人件費1.5）：プロトタ

イプシステムの試作および実証実㦂および実用化にྥけた取り組み 

・デバイス集積化技術の完成 

・分散協調システムの実証 

㹆㸱㸱年度（㸳億円：設備2.5・消⪖品1・人件費1.5）/㹆㸱㸲年度（㸯㸮億円：設備7.5・消⪖品1・人件費1.5）：フルコࣄ

ーレントシステムの大規模デモンストレーションとᶆ‽化、デフ࢓クト化 

・システム改Ⰻཬび᭱⤊総合システム実㦂 

⑧ 社会的価値 

 フルコࣄーレント通信システムにより構

築される自律分散協調ネットワークは、新し

いアプリケーションレベルのイノベーショ

ンをᘬき㉳こし、「超スマート社会」を形成

するための ICT インフラとしてのᙺ๭を担

うことが出᮶る。これにより、あらゆるࣄト

とモノに対し、ᰂ㌾にかつ⡆౽にアクセスで

きるため、新たなサービスイノベーションが

ႏ㉳され、クラウド・ビッグデータ社会の先

にある͆ ▱性を基┙とした高度機能化社会へ

の変革͇をも加㏿することができる。また、

ᖹ時・災ᐖ時に関わらࡎ情報やエネルギーの

流通がオンデマンドで᭱㐺化可能なため、極

めて高度でୟつ安心・安全な社会基┙を提供

することができる。また、これまで⊂立に発

展してきた光技術と↓線技術の融合によって、革新的なサービスと付加価値の高い産業構造が創出され、情報通信産業全体の

活性化と国際的競争力のྥ上が期待される。さらに、␗種材料による光電子デバイスの集積化技術が確立されれࡤ、ᚑ᮶の集

積回路よりも㐶かに幅広い機能的動作を実現できるため、IoTデバイスへの応用など、大きな産業的インパクトが期待できる。 

⑨ 本計画に関する連絡先 

୰ἑ ṇ㝯（東北大学 電気通信研究機構/電気通信研究所） 
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